
パブリックコメント

提出された意見等及びそれに対する市の考え方

案件名 ：第２次都城市総合計画第２期総合戦略

募集期間 ：令和４年１月２５日から令和４年２月２４日

意見等提出件数：２０件

項目 意見等の内容 件数 市の考え方

第２期総合戦略

の方針

〇ＫＰＩについて

KPI の出生率目標値

が H28 の 1.76 より R7

年度で 1.96 と上がっ

ているのに、49 歳以下

人口割合が H28 年度

50.2 より 49.8 に下が

るのはどうしてです

か。

むしろKPIとしては49

歳以下の人口割合は増

えるべきでは。

出生率が上がればその

分 49 歳以下の若い人

の割合は増えるべきで

はと思います。

１ 高齢化社会の到来により、49歳以下

の人口割合の低下が見込まれます。国

立社会保障・人口問題研究所の推計で

は、令和７年の割合は 48.3%となって

いますが、基本構想に掲げる目標人口

（156,800 人）を達成するため出生率

の目標値も踏まえた上で目標値を

49.8%に設定しております。

第１期取組と検

証

〇表記方法について

【主な取組（H30～R3）】

の「平成 30 年度から

…」の文章中にある「移

住した者の数は…」に

ついて、者ではなく（移

住した人）と表現すべ

きでは。

１ 「移住した人」に表記を改めます。



第１期取組と検

証

〇国際交流について

グローバル化により民

間外交でも交流が発展

していきやすい国・都

市をもっと増やすべき

では。モンゴルはあま

りにも距離があり語学

や文化の違いで交流が

発展しにくい状況にあ

る。現在行政レベルで

は交流しても、民間交

流はほとんど無い。も

っと近辺の国や、英語

圏などの国を増やして

いったら良いのでは。

ALT の数が増えても国

際交流発展とはつなが

らない。

１ 国際化の実現には、国際交流をきっ

かけとした人材の育成や国際化を推進

するための基盤づくり、そして多文化

共生社会の構築が不可欠です。

現在、本市では、友好交流都市であ

る、中華人民共和国重慶市江津区、モ

ンゴル国ウランバートル市と相互理解

と協調を基本に人的交流、芸術文化で

の交流等の友好親善を図ってきまし

た。

また、平成 28 年から開始した本市と

英語圏であるオーストラリアの中学生

の相互交流事業やオンライン交流な

ど、青少年が海外の文化に触れる機会

も増えております。

今後も友好交流都市を中心とする諸

外国との交流を通して、国際社会に適

応できる人材の育成や市民の国際社会

の一員としての理解の深化に努め、さ

らなる国際化の実現に努めます。

第１期取組と検

証

〇文化振興について

スポーツ関連の施設

や国民スポーツ宮崎大

会も重要では有るがス

ポーツだけでは人間力

あふれるひとを育むこ

とはできない。確かに

健康増進や観光面集客

などを考慮すると、ス

ポーツ関連は重要では

あるが、スポーツ年齢

には限界がある。人が

生きていく中でそして

高齢になっていくほど

文化が重要になってく

る。

この第２次都城市総

合計画では、全く文化

１ 「人間力あふれるひとを育む」ため

には、長年にわたり培われてきた伝統

文化や地域文化などを継承・発展させ

るとともに、新たな文化の創造を図る

ことにより、心の豊かさを実感できる

環境が必要と考えております。

第２期総合戦略に掲げる施策として

も「歴史と地域文化資源の継承」や「文

化芸術の振興」を掲げており、今後も、

文化芸術の振興を推進します。



面の強化や文化振興に

は触れていない。日本

一を目指す住みよい都

城市を目指すのであれ

ば、何処の都市にも負

けない立派な文化施策

が表記されるべきでは

なかろうか。是非日本

一を目指す都城市に相

応しい文化振興も総合

計画にしっかりとうた

ってほしいものであ

る。

農林畜産業の振

興

〇集落営農について

本市の農業集落は、

ほとんどが耕作農家及

び後継者が減少してお

り、遊休化が増加傾向

にあると見られます。

そこで、遊休地を出さ

ないよう、13 頁にあり

ます、集落営農体制の

確立のため関係機関一

体となっての集落営農

推進の取組を強化願い

たい。

１ 遊休農地は、農業の担い手不足や高

齢化により増加しているものと考えら

れ、集落営農は、遊休農地を解消する

ための一つの解決策であると認識して

います。

今後、「人・農地プラン」等の集落に

おける話し合いの中で集落営農の取組

意向を確認しながら関係機関と連携し

て必要な支援を行っていきます。

また、既存の集落営農組織について

も維持・発展ができるように支援して

まいります。

農林畜産業の振

興

〇農地の基盤整備につ

いて

農業生産基盤の整備

を進めるとあります方

針は必要と思います

が、農機の大型化、シ

ステム化する農業体系

に対応するためにも農

地の基盤整備が重要で

あり、集落がこの事業

に取組みやすい様に是

非、地元負担金に対し

1 これまで農業基盤整備事業としまし

ては、かんがい排水整備、排水整備、

農地農業用施設整備、農道整備、ほ場

整備等に取り組んでいます。そのうち、

特定の受益者が優遇される施設整備の

場合には、事業費の一部を地元負担金

として負担いただいております。

そのため、基盤整備を実施する際に

は、国県の補助支援のある事業の活用

を検討し、申請することで、地元負担

の軽減を図るように努めてきたところ

であります。



ます支援を実施願いた

い

今後も、国県の補助事業を活用する

など、地元負担の軽減を図ってまいり

たいと考えております。

国スポへの対応

とスポーツによ

る地域活性化

〇合宿誘致について

大変良い政策と成果

だと思います。私共と

しては大会・合宿の誘

致に満足と今後の更な

る期待をしているとこ

ろです。つきましては、

シニア層の合宿・大会

の誘致に力を入れてい

ただきたいと思いま

す。経済的に裕福で都

城で飲食や土産類にお

金を使っていただけそ

うです。また、時期的

にも融通がきくと思わ

れます。御検討のほど

お願いいたします。

１ スポーツ合宿等の誘致に関しては、

高校や大学等への営業を行い、コロナ

禍前までは実施件数が順調に伸びてお

りました。今後は、４月に設立される

都城市スポーツコミッションと連携

し、御意見のありますシニア層のスポ

ーツ合宿や大会誘致についても、積極

的に受け入れたいと考えております。

特色ある商工業

の振興

〇コロナの支援策につ

いて

私はときわ通り会に

属しております。新型

コロナの影響により、

ここ 2年非常に苦戦し

ている加盟店が多く、

飲食店だけにかたよっ

た支援策だけでなく、

もっと外の業種にも目

を向けて支援すべきだ

と思っております。

１ 飲食店への協力金につきましては、

県の権限に基づき発出される営業時間

短縮要請により、協力いただいた店舗

への協力金として支給しております。

この他にも本市独自で飲食店との取引

がある事業者やタクシー事業者等に対

する支援金を支給しております。

本市としましては、事業継続につな

がる、資金繰り対策や支援金の支給な

どの直接的な支援、商品券や住宅リフ

ォーム促進事業などの間接的な支援に

取り組んでおり、今後も新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大による景気後

退から、地域経済の着実な回復につな

がる有効な施策を展開してまいりたい

と考えております。



中心市街地活性

化とまちなか居

住の推進

〇中心市街地について

コロナ渦にあり、中

心市街地を取り巻く店

舗もお客様も変わって

きた。テイクアウトで

きるお店が増えたが実

際、お客さんは、テイ

クアウトした物を食べ

る場所に困り、立ち食

い若しくは、車内食を

している。テイクアウ

トしたものを持ち寄っ

て食せる、いわゆるフ

ードコート的なスペー

スがあると良いのにと

思う。トイレや授乳ス

ペースなどもあると良

い。

１ 現在、本市は、「居心地が良く、歩き

たくなるまちなか」の実現に向けたウ

ォーカブルなまちづくりの一環とし

て、イベント等を補助するまちなか活

性化プラン事業、空店舗の利活用を促

進する再生プラン事業、まちなかの居

住を促進する居住推進事業等に取り組

んでおります。

こうした取組に加え、まちなかに訪

れる人が便利で交流しやすい機能（広

場やベンチ、公園といったコミュニテ

ィスペース）の整備も、今後必要であ

ると認識しております。中心市街地の

利便性を向上し、市民の皆様が訪れた

くなる、歩きたくなる空間となるよう、

取組を検討してまいります。

国スポへの対応

とスポーツによ

る地域活性化

〇Ｐ３５脚注

一番下の拠点型スポ

ーツ施設の説明が正確

ではない

１ 「スポーツ大会や合宿が行える競技規

格や規模を満たした施設」を追記しま

す。

ふるさと納税の

推進と都城の魅

力の発信

〇Ｐ３９本分中

現状と課題の「再定

義」とは?わかりやすい

言葉にしてほしい

１ 該当箇所を下記のとおり修正しま

す。

◆地元の強みを活かして、本市が成長

していくためには、本市の魅力をもっ

と多くの人に知ってもらう必要があり

ます。そのためには、地域の特色を見

つめなおし新たな魅力を掘り起こして

いかなければなりません。



出産・子育て支

援の充実

〇親子支援の場につい

て

養育に不安のある

方、支援をお願いした

いが頼る人が近くにい

ないなどで困っている

方たちにファミリーサ

ポートの活動は大変重

要であり、心強い場所

になっていると思いま

す。困っているときに

利用のしやすいサポー

トのつながりと場所が

もう少し増えていくと

良いのではないかと感

じます。親子支援(生活

の場)の場も必要なの

ではないかと考え検討

中です。

今後の検討事項とし

て、トワイライトステ

イの利用ができるよう

検討してほしいです。

１ 「２.6のライフステージに対応し

た切れ目のない子育て支援」の項目の

とおり、ライフステージごとに施策を

展開することを方向性に定めました。

また、特に「2.6.2 の 出産・子育て

支援の充実」の項目においては、多様

化する子育て支援のニーズに対し、行

政及び子育て支援事業者・団体などの

子育てに関する機関が連携し、一体的

に子育て支援に取り組むだけでなく、

市民、学校、地域、職域など地域ぐる

みで子育ち・子育てを支援する体制の

構築を目指します。

ファミリーサポートセンター事業に

つきましては、援助活動経費の負担軽

減や援助会員養成講座の広報活動を強

化すること等により、援助活動の人員

増や活動の幅が広がるよう取り組んで

まいります。

また、本年度から産後ケア事業を拡

充し、産後の母子とその家族が健やか

な育児ができる環境づくりを支援して

おります。

トワイライトステイの実施について

は、今後のニーズ次第で、検討してま

いります。

出産・子育て支

援の充実

〇母子生活支援施設に

ついて

重点プロジェクト

「出会い、出産、子育

て支援の充実」につい

て「切れ目のない支援」

「生まれ育った環境に

左右されず」とても大

切なことです。しかし、

未成年で親になり育児

放棄したり、一人親の

ため、まともな衣食住

１ 母子生活支援施設とは、配偶者のい

ない女子又はこれに準ずる事情にある

母子を保護するために入所させて、自

立に必要な指導・援助することを目的

とする施設です。

都城市でも主に DV（虐待）被害を受

けて避難されてきた母子を入所させ、

保護するとともに生活支援を行い、自

立促進に努めてきましたが、平成 25 年

9 月には入所者がいない状況になり、

平成 25 年 12 月には運用を廃止したと

ころです。



環境のない母子も多く

います。それらのケー

スを救うために、母子

生活支援施設が必要で

あると考えます。現在、

宮崎県にはそれが一つ

もありません。ぜひ都

城市に母子支援施設を

設置してほしいと思い

ます。

御意見のとおり、様々な背景や家庭

状況で養育が困難な親への支援は大変

重要なことであると認識しており、産

後ケア事業や訪問指導等を実施してお

ります。また、DV被害者等で避難等が

必要な方へは、隣県の施設を案内し、

支援しています。

今後も子育てを支援する関係機関と

連携し、更に困難を抱える母子等への

支援体制の構築を目指します。また、

県は県内に母子生活支援施設の設置を

計画に示されておりますので、市とい

たしましても県の動向を注視してまい

ります。

障害者福祉の充

実

〇障がい福祉について

障がい福祉に関し

て、何もないのがどう

なのだろうと話になり

ました。障がいのある

子どもさんのことは、

子育て支援の充実の中

にも当てはまることで

はないかとも感じま

す。インクルーシブ、

多様性を認め合える地

域作りへの取り組みを

この総合計画に織り込

めないものでしょう

か？障がいのある方の

ことがどこにも出てこ

ないのは、都城市とし

てマイナスになること

ではないかと思い意見

を書きました。

１ 障がい福祉に関しては、「2.7.2 の障

がい福祉の充実」の項目に記載してお

り、施策の方向性として「障がい者の

自立した地域生活を支援します」「障が

い者の社会参加を支援します」「障がい

児の早期療育に努めます」「バリアフリ

ーを進めます」の 4つの方向性を定め

ました。

御意見のとおり障がいの状況やライ

フスタイルに応じて、多様なニーズに

対応するきめ細かな地域作りを目指し

ます。



人口減少対策 〇人口減少対策につい

て

全ての分野において

人口の増減が大きな問

題となっていることを

念頭に戦略を立ててい

ただきたい

１ 人口減少対策については、大きな課

題と捉えており、第２期総合戦略にお

いても子どもを産みやすい・育てやす

い環境をつくるための子ども・子育て

支援策や市民が健康で長生きをするた

めの健康増進策、人口の流出抑制と流

入促進を図るための移住・定住の推進

策等を掲げさせていただいておりま

す。

学校教育の充実 〇教育環境について

若い人を活性化する

ため、教育環境を整え

小中学校の統合、廃校

なども検討されたい

１ 教育環境については、子どもたちの

健全な育成のためにＡＬＴや図書館サ

ポーターの増員、デジタル技術を活用

した学力向上対策などに取り組み、ま

た、全小・中学校へのエアコン設置、

そして、トイレの洋式化等、こういっ

た教育環境の整備も積極的に推進して

まいりました。

小・中学校の統合、廃校につきまし

ては、都城市小中学校適正配置方針に

基づき、地域住民の皆様から児童生徒

の実態に鑑み、廃校等の発意があった

ときには、協議の場を持つことになり

ます。

地域の声にしっかりと耳を傾け、地

域の課題等について真摯に対応してま

いります。

移住・ＵＩＪタ

ーンの促進

〇Ｕターン者の活用策

について

故郷帰省者（高齢者）

の活用

各分野において、中

心的に活躍されて帰省

（Ｕターン）された方

の知識・指導を得られ

るよう基礎を作る

１ Ｕターンされた高齢者で専門的な技

術を持たれている方がどれぐらいいら

っしゃるかは把握しておりませんが、

知識や技能、経験が豊富な高齢者は若

年層にとってもお手本となるものと考

えます。

Ｕターン者も含め高齢者の持つ豊富

な財産を次世代に引き継がせるための

技能伝承の仕組みづくりが必要だと考

えます。



中山間地域等の

維持・活性化

〇有害鳥獣対策につい

て

市・遠隔地の獣害対

策を立てる（長期）

１ 有害鳥獣被害対策につきましては、

電気柵やワイヤーメッシュ柵設置への

支援を行っています。また、猟友会を

母体とした有害鳥獣捕獲班を市内全域

に 25班編成し、年間を通じて捕獲活動

を実施していただいております。引き

続き地域ぐるみでの鳥獣被害対策に取

り組んでまいります。

その他 〇表記方法について

西暦でも表してほし

い。

１ 世界共通の西暦表示の方が、国際社

会においては汎用性が高いこともあり

ますが、市の文書等の多くは元号(和

暦)での年度表記や年表記としている

ところであり、元号(和暦)の方が馴染

みやすいと考え、統一して元号(和暦)

表記としたところです。

その他 〇表記方法について

合計特殊出生率など

分かりにくい語句には

簡単な説明が必要では

ないか。

１ 脚注に説明を追記します。


